



















































































































































































































































































































































































































立性義務違反によって、基本法 4 条 1 項の信仰および良心の自由ならびに告
白の自由などが侵害されている旨を主張して提起されたのが本件である。
　まず連邦憲法裁判所は、「行政裁判所が、十字架のない法廷での口頭弁論
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殊性」（Besonderheit）が正当に承認された領域として把握される。そし
て、多元主義原理も、結局その社会に繰り入れられる形をとる。他方で、現





































































































































































































































































































































































って表明してはならないとする公務員に課された義務は、基本法 4 条 1 項お
よび 2 項によって保障された基本権を侵害するという。また基本法 4 条の基
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の最大の特徴は、政治哲学としてのリベラリズムの影響を受けているという
点にある。フスターの中立性モデルは、リベラルな政治哲学、とりわけ初
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体には、キリスト教会に属さない宗教団体も含めて解釈がなされるようにな




















































































































































　 付 記： 本 稿 の 校 閲 中 に、Stefan Huster, Die ethische Neutralität des 
Staates: Eine liberale Interpretation der Verfassung, 2. unveränderte 
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